
医療法人興仁会 個人情報保護規程 

 

第１条 目的 

この規程は、個人情報が個人の人格尊重の理念のもと慎重に取り扱われるべきものであ  

ることに鑑み、医療法人興仁会（以下、「当法人」という。）が保有する個人情報の適正

な取扱いの確保に関し必要な事項を定めることにより、当法人の事業の適正かつ円滑な

運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

 

第２条 適用 

（1） この規程は、当法人に従事する総ての職員に適用する。 

（2） 個人情報管理責任者は、その必要があると認めたときには、契約に基づいて、本 

規程のうち必要な全部又は一部について、職員以外で当法人の業務に及び関連業 

務に従事する者にも適用される。 

（3） この規程は、当法人で現に保有している個人情報及びその扱いを委託している個 

人情報を対象とする。 

（4） 職員並びに従事者の雇用管理情報の取扱いについては、この規程に定めるほか、 

別途「就業規則」の定めるところによる。 

 

第３条 用語の定義 

この規程における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

① 個人情報保護法 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）をいう。 

② 個人情報保護施行令 

個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年１２月１０日政令第５７ 

号）をいう。 

③ 個人情報 

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月 

日、その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の 

情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること 

ができることとなるものを含む。）をいう。個人情報となる代表的なもの 

を以下に列挙する。 

◼ 診療録、処方箋、手術記録、看護記録、Ｘ―Ｐ写真、診療情報提供

書、調剤録等の診療記録。 

◼ 検査等の目的で患者から採取された血液等の検体の情報。 

◼ 介護サービス（予防を含む。以下同じ。）の提供にかかる計画、提供

したサービス内容等の記録。 

◼ 職員に関する情報（採用時の履歴書、身上書、職員健診記録等） 

 



④ 個人情報データベース等 

特定の個人情報を、コンピュータを用いて検索することができるように体 

系的に構成した個人情報を含む情報の集合体、またはコンピュータを用い 

ていない場合であっても、紙面で処理した個人情報を一定の規則に従って 

整理・分類し、特定の個人情報を容易に検索することができるよう目次、 

索引、符号等を付し、他人によっても容易に検索可能な状態においている 

ものをいう。 

⑤ 個人データ 

「個人情報データベース等」を構成する個人情報をいう。 

⑥ 保有個人データ 

当法人が開示、訂正、追加、削除、利用の停止、消去及び第三者への提供 

の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その在否が 

明らかになることにより、本人または第三者の生命、身体または財産に危 

害が及ぶおそれがあるもの、または違法若しくは不当な行為を助長し、ま 

たは誘発するおそれがあるもの以外をいう。 

⑦ 本人 

 当該個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

⑧ 個人情報管理責任者 

理事長が指名し、当法人の保有する個人情報を適切に管理する任に当たる 

者をいう。 

⑨ 事務取扱責任者 

個人情報管理責任者が指名し、個人情報管理責任者を補佐し、個人情報管 

理責任者と同等の権限を持って当法人の保有する個人情報の管理に関する 

事務を担当する者をいう。 

 

第 4 条 職員の責務 

（1） 職員は、法の趣旨に則り、関連する法令及び規程等に定め並びに個人情報管理責 

任者及び事務取扱責任者の指示に従い、個人データを取り扱わなければならな 

い。 

（2） 職員は、職種を問わず、当法人の従業者として職務上知り得た患者の個人情報を 

正当な事由なく第三者に漏らしてはならない。 当法人の退職後においても同様 

とする。 

 

第 5 条 収集の目的 

個人情報を取得する目的は以下の各号に定める通りとする。 

① 当該患者様・利用者様に提供する医療・介護サービス 

② 医療保険請求事務 

③ 病院・施設・事業所の管理 



④ 会計、経理 

⑤ 医療事故・介護事故等の報告 

⑥ 患者・利用者様への医療・介護サービスの向上 

⑦ 当法人内において行われる実習等への協力 

⑧ 医療・介護の質の向上を目的とした当法人内での研究 

⑨ その他、院内における管理運営業務に関する利用 

 

第 6 条 利用目的 

当法人が収集し利用する個人情報は、患者様、利用者の方への安心、安全な医療サー 

ビスの提供、健康診断サービスの提供に伴うものとその質の向上のために利用する。 

 

第 7 条 利用目的の変更 

（1） 利用目的の変更により、変更前の利用目的と変更後の利用目的とに、相当な関連 

 性を有すると合理的に認められる範囲を超える差異が生じる場合は、変更にあた 

り、本人から書面による承諾を得なければならない。 

（2） 前項の承諾を得られなかった場合は、該当本人の個人情報を削除しなければなら 

ない。但し、該当本人の個人情報を削除することにより、契約上の義務を履行で 

きなくなる場合はこの限りではない。 

（3） 前項但書により削除しなかった個人情報は、変更後の新しい利用目的で取り扱っ 

てはならない。 

 

第 8 条 利用範囲の制限 

（1） 個人情報の利用は、原則として収集目的の範囲内で、具体的な業務に応じ権限を 

与えられた者が、業務遂行上必要な限りにおいて行う。 

（2） 個人情報管理責任者の承諾を得ないで、個人情報の目的外利用、第三者への提供 

、預託、通常の利用場所からの持ち出し、外部への送信等の個人情報漏洩行為を 

してはならない。 

（3） 職員及び関係者は、業務上知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、 

又は不当な目的に使用してはならない。その業務に係わる職を退いた後も同様と 

する。 

 

第 9 条 利用目的の範囲 

個人情報は、通常の業務で想定される目的（以下例示的に列挙する。）で使用する。 

◼ 患者、利用者、関係者が同意した医療業務に用いる場合。 

◼ 患者、利用者、関係者が当事者である契約の準備又は履行のために必要

な場合。 

◼ 当法人が従うべき法的義務の履行のために必要な場合。 

◼ 患者、利用者、関係者の生命、健康、財産等の重大な利益を保護するた



めに必要な場合。 

◼ 裁判所及び令状に基づく権限の行使による開示請求等があった場合。 

 

第 10 条 保管媒体の取扱 

職員が個人情報を保管する媒体を取り扱うにあたっては、個人情報の漏洩等の危険に留 

意し、慎重に取り扱うものとする。 

 

第 11 条 保管場所 

個人情報保管場所の設定にあたっては、セキュリティの保たれた領域に保管するものと 

する。 

 

第 12 条 廃棄方法 

個人情報を廃棄するときは、廃棄された媒体等から個人情報が漏洩しないように慎重に 

行う。紙帳票の場合は、シュレッダーにかけ廃棄置場に破棄する、もしくは溶解処理す

ることとし、電子記憶媒体の場合は、個人情報を消去し物理的に破壊する。 

 

第 13 条 利用規則 

法定で定める場合のほか、第 9 条に定める利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情 

報を取り扱ってはならない。 

 

第 14 条 目的外利用、個別同意 

（1） 定められた以外の利用目的で個人情報を取り扱おうとする場合は、個人情報管理  

責任者に申請し許可された場合に限り取扱いが許可される。 

（2） 前項で取扱いが認められた場合は、当該取扱いを開始する前に、当該取扱いにつ 

いて書面により本人等の承諾を得なければならない。 

 

第 15 条 個人情報に関する権利 

（1） 当法人が保有している個人情報について、患者、利用者から説明、開示を求めら 

れた場合、当法人は遅延なく患者、利用者が希望する方法で説明、開示しなけれ 

ばならない。 

（2） 家族あるいは第三者への個人情報の提供は、あらかじめ本人に対象者を確認し、 

 同意を得るものとする。 

（3） 前項で、本人が意識不明や認知症等で判断能力を欠く場合には、当法人は、法令 

上、または社会通念上、本人の個人情報を提供することが許容される相手である 

ことを確認した上で、本人の同意なく、個人情報を提供することが出来るものと 

する。 

（4） 前項による個人情報の提供を行った後、本人が意識を回復するなどして判断能力 

を再び得たときには、当法人は速やかに提供の事実及び提供した個人情報の内容 



とその相手について本人に説明するものとする。 

（5） 開示した情報について誤謬があるとして、本人または開示した相手から訂正、追 

加又は削除を求められたときは、当法人は遅延なくその請求が妥当であるかを判 

断し、妥当であると判断した場合には訂正等を行った上で、遅延なく患者、利用 

者に対してその内容を通知し、訂正等を行わなかった場合には同様にその理由を 

通知しなければならない。 

（6） 死者の情報は、生前の意思、名誉等を十分に尊重した上で、遺族に対して提供す 

るものとする。 

 

第 16 条 アクセス制限 

個人情報管理責任者は、個人データの秘匿性及びその内容に応じて、パスワード等を利    

用してアクセス制限のために必要な措置を講じる。 

 

第 17 条 コンピュータウィルス等による漏洩等の防止 

  個人情報保護管理者は、コンピュータウィルスや不正アクセス等による個人情報の漏洩 

、滅失または棄損の防止のため、必要な措置を講じる。 

 

第 18 条 バックアップ 

  個人情報管理責任者は、個人データの重要度に応じて、バックアップを作成し、分散保 

管するための必要な措置を講じなければならない。 

 

第 19 条 端末の限定 

個人情報管理責任者は、個人データの秘匿性及びその内容に応じて、その処理を行う端 

末を限定するための必要な措置を講じる。 

 

第 20 条 端末の盗難防止等 

（1） 個人情報管理責任者は、端末の盗難または紛失の防止のため、端末の固定、部屋 

の施錠等の必要な措置を講じる。 

（2） 職員等は、個人情報管理責任者が必要があると認める場合を除き、端末を外部に 

持ち出し、または外部から持ち込んではならない。 

 

第 21 条 第三者の閲覧防止 

職員等は、端末の使用に当たっては、個人データが第三者に閲覧されることがないよう 

、離席する場合、その他使用状況に応じてログオフを行うことを徹底する。 

 

第 22 条 個人データの第三者提供 

個人データは、以下の各号に定める場合を除き、本人の同意なく第三者に提供してはな 

らない。 但し、特定した利用目的達成に必要な範囲内における個人情報の業務委託、 



及び特定した共同利用目的のために提供する場合はこの限りではない。 

① 法令に基づく場合 

② 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難である場合。 

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることが困難である場合。 

④ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を

遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とにより、当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合。 

 

第 23 条 共同利用 

個人データは、医療・介護の連携を目的として、当法人が運営する病院・施設・事業所 

内で共有することができる。 

 

第 24 条 開示請求 

（1） 個人情報の開示請求する者は、開示を求める個人情報について、原則として書面 

により当法人に申し出なければならない。 

（2） 当法人は、個人情報の開示請求を受けた場合、請求者が請求権を有する者である 

ことを確認するため、身分証明書、委任状、その他書証の提示を求めることがで 

きるものとする。 

 

第 25 条 開示費用 

当法人は、個人情報の開示請求を受けた場合、開示請求者に対し、所定の料金が定めら 

れている場合（診断書料等）にはその金額、定められていない場合には実費の請求をす 

ることができる。 

 

第 26 条 開示の拒否 

（1） 当法人は、以下の各号に該当する場合は、本人等から個人情報の開示請求を受け 

ても、これを拒むことができる。 

① 開示により、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する

虞がある場合 

② 開示により、当法人が行う診療・介護業務に著しい支障を及ぼし、本人に不

利益が生じる虞がある場合 

③ 他の法令に違反する場合 

（2） 当法人は、前項により個人情報の開示を行わない措置をとる場合は、その理由を 

開示請求する者に通知する。 

 

 



第 27 条 個人情報保護委員会 

（1） 個人情報管理責任者は、個人情報保護の安全かつ合理的な運用を図る為、原則と  

して年 1 回委員会を招集し、その議長となる。 

（2） 個人情報管理責任者は特に必要と認めたときは、委員以外の者を出席させ意見を  

聞き、また資料の提出を求めることができる。 

 

第 28 条 研修の実施 

（1） 当法人に従事する総ての職員の個人情報保護に対する関心を高め、正しい知識を 

習得することを目 的に実施する。 

（2） 職員研修は、年 1 回以上、全職員を対象に実施する。 

（3） 研修は、実施内容（開催日時、出席者、研修項目等）を記録保管する。 

 

第 29 条 苦情の受付及び解決 

（1） 個人情報管理責任者は個人情報に係る苦情受付及び解決に関する業務を統括し、 

苦情受付窓口としての相談室等から報告を受け、又は自ら窓口となって苦情の解 

決にあたる。 

（2） 本人等から苦情を受けた職員は、誠実に対応し、受け付けた苦情についての内容 

を記録し、個人情報管理責任者に報告する。 

（3） 個人情報管理責任者は、報告を受けた苦情について、解決方法を決定し、その内 

容を苦情受付窓口に指示し、又は自ら対応し、記録する。 

（4） 個人情報に係る苦情の内容について、本人等と当法人の見解に差異がある場合、 

その他解決困難な苦情については、個人情報管理責任者は、行政等の窓口に苦情 

の内容と当法人の見解、それまでの交渉経過等を報告するとともに、理事会の承 

認のもと、弁護士委任、調停申立て等の法的手段を検討する。 

 

第 30 条 緊急対応事項発生時の報告 

（1） 個人情報の不適正な取扱い、または漏洩等の問題が発生した場合、担当した職員 

並びに発見した職員は、ただちに事務取扱責任者（管理部）に報告しなければな 

らない。 

（2） 事務取扱責任者（管理部）は個人情報の不適正な取扱いまたは漏洩等の問題の報 

告があったときは、ただちに個人情報管理責任者に報告しなければならない。 

 

第 31 条 緊急対応時の組織 

（1） 前条の問題が発生した場合、個人情報管理責任者は、職員から適切な者を指名し 

て対応チームを組 織し、以下の各号について問題解決にあたるものとする。 

① 二次被害の防止策を速やかに検討し、実行すること。 

② 被害者及び被害程度について把握するための調査を行うこと。 

③ 行政等に対し、速やかに事実関係を報告し、指示を仰ぐこと。 



④ 被害者に対する謝罪、賠償について検討し、実行すること。 

⑤ 事実関係を報道機関等に公表することの要否、その方法について検討し、実

行すること。 

（2） 前項の各号のうち、第４号及び第５号については、個人情報管理責任者は予め理 

事会の承認を得るものとする。 

附則 

この規程は、令和 2 年 1 月１日から施行する 

令和 4 年 4 月 1 日改定 

令和 5 年 4 月 1 日改定 

令和 7 年 4 月 1 日改定 

 

 


